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県営住宅廃⽌⽅針
鱳唯⼀鱳根拠：
公営住宅需給鳈鳡
鳫鲱推計鱳不都合
鱯真実

宮城県⼟⽊部住宅課「県営住宅等の集約に
伴う移転⽀援の⽅針（中間案）」（2022年
12⽉）５⾴ 



県営住宅廃⽌⽅針
鱳唯⼀鱳根拠：
公営住宅需給鳈鳡
鳫鲱推計鱳不都合
鱯真実

宮城県⼟⽊部住宅課「県営住宅等の集約に
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• 「需要」鲗「公営住
宅⼊居資格世帯」鱬鱴
鱯鱔，鱢鱳６割「著
鱜鱉困窮年収未満鱳
世帯数」鱰限定鱜鱫
鱉鲐。

• 除外鱜鱤４割鱳除外
理由鱴説明鱯鱜。
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• 除外鱚鲑鱤４割鱳
「公営住宅⼊居資格
世帯」鲗上乗鱠鱞鲐
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「著しい困窮年収未満の世帯（Ｘ）」の定義：公営住宅施策対象のうち，⺠間市場
において，⾃⼒では適切な家賃負担で最低居住⾯積⽔準を達成することが著しく困
難な年収以下の世帯 。
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公営住宅需給鳈鳡
鳫鲱推計鱳不都合
鱯真実

宮城県⼟⽊部住宅課「県営住宅等の集約に
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• ⺠間市場鱬鲃鱭鲇鱯広
鱚鱳住宅鱰⾃⼒鱬住
鲅鱘鱭鱑鱬鱒鱟，鱜鱐
鲇公営住宅鱰鲇⼊居
鱬鱒鱯鱉世帯鱑４万世
帯以上鱉鲐。



斻舅꥗銶׼־釤ֻמַױ⛨ג萶׳׊┒┩䅮知って欲しい！考えて欲しい‼県営住宅、公営住宅

「住宅は足りている。県営住宅はもういらない」は、県のまやかし
	￮ 十分あると県が言う「低廉な住宅」は安くない
　県が需要を上回っているという「住宅扶助額」
以下の家賃の民営借家。生活保護世帯に行政が支
給する金額で，支給がなければ保護世帯は住めな
い家賃。公営住宅対象世帯にとっては高すぎます。
	￮ 支払い可能なのは公営住宅家賃
　低収入でも支払い可能な家賃とは，公営住宅家
賃。公営住宅家賃は，住宅扶助額の５割程度です。
	￮ 住宅扶助額家賃を無理なく払える年収額は？
　単身者なら年収250万円，２人家族で300万円。
年金生活者は支払うことができません。

仙台市営鶴ヶ谷第一住宅家賃と生活扶助額（円）世帯人数 住戸タイプ 家賃の分布 住宅扶助額
１人 1DK 15,300 〜17,500 37,0002K 16,000 〜20,700
２人 2DK・2LDK 22,500 〜29,300 44,000

出所）鶴ヶ谷第一住宅家賃は，仙台市市営住宅管理課調
べ。2025 年４月１日現在。政令月収 15 万８千円
未満の本来階層に限定した。大半が同 10 万４千
円未満の第一階層が占めている。

住まいに苦しむ３万世帯。人間らしい住まいの保障は宮城県の責任です。
	￮ 県内の公営住宅対象世帯（Ｙ）：14万５千世帯	￮ 県内の困窮ライン以下の世帯（Ｘ）：８万７世帯	（自力では最低居住面積水準を満たす住宅の市場家賃を負担できない低収入の世帯）	￮ 過密居住を強いられている世帯：１万８千万世帯	￮ 困窮ライン以下（Ａ）：１万２千世帯	￮ 困窮ライン以上（Ｃ）：６千世帯	￮ 高家賃負担世帯：１万３千世帯	￮ 困窮ライン以下（Ｂ）：１万１千世帯	￮ 困窮ライン以上（Ｄ）：２千世帯

住まいに苦しむ世帯を市町に押し付け県営住宅廃止を強行する県を許してよいのか？

要配慮者推計プログラム（県が使用）で独自集計した結果

増え続ける住宅弱者、高齢単身世帯は2030年に900万世帯

ひとり親世帯：母子世帯 120 万世帯，	　　　　　　　父子世帯 15万世帯（2021）障害者手帳保持者 610 万人（2022），外国人 275 万人（2020）

進まない民営借家の活用
要配慮者の受け入れに消極的な大家さん

要配慮者専用住宅は、民営借家の0.04％
民営借家 1568 万戸中，登録住宅は 88.6 万戸，うち要配慮者専用住宅は 0.6 万戸（0.04％）（2023 年）。
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（収入分位40%）
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未満

以上

高家賃負担率
（15~17.5％）
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著しい困窮
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最低居住
面積水準未満 以上
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【2025年】

【2045年】

住宅確保要支援世帯数の推計（単位：千世帯，宮城県，2025年，2045年）
住みよい県営住宅をつくる県民の会が国土技術政策総合研究所（国総研）「ストック推計プログラム」により独自に推計した。
Y：公営住宅入居資格世帯数（公営有資格世帯）
X：著しい困窮年収未満の世帯（真の困窮世帯）
低収入のため最低居住面積水準住居の家賃を負担する
と過度に家計を圧迫する世帯
（国総研定義：公営住宅の施策対象（本来階層及び裁量
階層）の世帯数のうち自力では最低居住面積水準を達
成することが著しく困難な年収である世帯数

［特定ニーズを有する要支援世帯］
A：著しい困窮年収水準未満であり、かつ、最低居住面積
水準未満である世帯（困窮・過密居住世帯）

B：著しい困窮年収水準未満であり、かつ、最低居住面積
水準以上である世帯のうち、高家賃負担率以上である
世帯（困窮・過大負担世帯）

C：著しい困窮年収水準以上であり、かつ、最低居住面積
水準未満である世帯（有資格・過密居住世帯）

D：著しい困窮年収水準以上であり、かつ、最低居住面積
水準以上である世帯のうち、高家賃負担率以上である
世帯（有資格・過大負担世帯）
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61千世帯61千世帯

［2025年推計値の特徴］
●　真の困窮世帯（X）は87千
世帯。公営有資格世帯（Y）
145千世帯の60％です。

●　そのうち困窮・過密居住世帯
（A）と困窮・過大負担世帯（Ｂ）
が22千世帯もあります。

●　真の困窮世帯でなくとも，
過密居住，過大負担を強いら
れている世帯（C，D）も9
千世帯あり，合計３万世帯以
上が住宅困窮状態です。

●　仮に県が言うように低廉で
良質な賃貸住宅数が真の困窮
世帯数を上回っていても，３
万超の困窮世帯は入居できて
いません。

●　数はあっても入居を保障する
仕組みがないことが問題です。

●　入居を保障する仕組みも作
らず，県営住宅を廃止すれば
住宅困窮は一層深刻化します。

［2045年推計値］
●　驚くのは，20年経っても真
の困窮世帯は80千世帯もあ
り，困窮かつ過密，過大負担
世帯は19千世帯，公営有資
格世帯まで広げると28千世
帯もの住宅困窮世帯が存在し
ていることです。

●　人口減少が今後加速するこ
とを踏まえると，20年経っ
ても住宅困窮は全く解消され
ないという推計結果です。

●　量が足りれば，公営住宅は
不要と言う論理は，この結果
によって完全に破綻しました。

●　県営住宅の建替え活用が唯
一の選択肢です。
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• 過密居住世帯：１万８千世帯
• 困窮ライン以下（Ａ）：１万２千世帯
• 困窮ライン以上（Ｃ）：６千世帯

• ⾼家賃負担世帯：１万３千世帯
• 困窮ライン以下（Ｂ）：１万１千世帯
• 困窮ライン以上（Ｄ）：２千世帯

• 過密居住世帯：１万７千世帯
• 困窮ライン以下（Ａ）：１万１千世帯
• 困窮ライン以上（Ｃ）：６千世帯

• ⾼家賃負担世帯：１万世帯（四捨五⼊で合計不⼀致）
• 困窮ライン以下（Ｂ）：９千世帯
• 困窮ライン以上（Ｄ）：２千世帯
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知って欲しい！考えて欲しい‼県営住宅、公営住宅

「住宅は足りている。県営住宅はもういらない」は、県のまやかし
	￮ 十分あると県が言う「低廉な住宅」は安くない
　県が需要を上回っているという「住宅扶助額」
以下の家賃の民営借家。生活保護世帯に行政が支
給する金額で，支給がなければ保護世帯は住めな
い家賃。公営住宅対象世帯にとっては高すぎます。
	￮ 支払い可能なのは公営住宅家賃
　低収入でも支払い可能な家賃とは，公営住宅家
賃。公営住宅家賃は，住宅扶助額の５割程度です。
	￮ 住宅扶助額家賃を無理なく払える年収額は？
　単身者なら年収250万円，２人家族で300万円。
年金生活者は支払うことができません。

仙台市営鶴ヶ谷第一住宅家賃と生活扶助額（円）世帯人数 住戸タイプ 家賃の分布 住宅扶助額
１人 1DK 15,300 〜17,500 37,0002K 16,000 〜20,700
２人 2DK・2LDK 22,500 〜29,300 44,000

出所）鶴ヶ谷第一住宅家賃は，仙台市市営住宅管理課調
べ。2025 年４月１日現在。政令月収 15 万８千円
未満の本来階層に限定した。大半が同 10 万４千
円未満の第一階層が占めている。

住まいに苦しむ３万世帯。人間らしい住まいの保障は宮城県の責任です。
	￮ 県内の公営住宅対象世帯（Ｙ）：14万５千世帯	￮ 県内の困窮ライン以下の世帯（Ｘ）：８万７世帯	（自力では最低居住面積水準を満たす住宅の市場家賃を負担できない低収入の世帯）	￮ 過密居住を強いられている世帯：１万８千万世帯	￮ 困窮ライン以下（Ａ）：１万２千世帯	￮ 困窮ライン以上（Ｃ）：６千世帯	￮ 高家賃負担世帯：１万３千世帯	￮ 困窮ライン以下（Ｂ）：１万１千世帯	￮ 困窮ライン以上（Ｄ）：２千世帯

住まいに苦しむ世帯を市町に押し付け県営住宅廃止を強行する県を許してよいのか？

要配慮者推計プログラム（県が使用）で独自集計した結果

増え続ける住宅弱者、高齢単身世帯は2030年に900万世帯

ひとり親世帯：母子世帯 120 万世帯，	　　　　　　　父子世帯 15万世帯（2021）障害者手帳保持者 610 万人（2022），外国人 275 万人（2020）

進まない民営借家の活用
要配慮者の受け入れに消極的な大家さん

要配慮者専用住宅は、民営借家の0.04％
民営借家 1568 万戸中，登録住宅は 88.6 万戸，うち要配慮者専用住宅は 0.6 万戸（0.04％）（2023 年）。
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知って欲しい！考えて欲しい‼県営住宅、公営住宅
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	￮ 十分あると県が言う「低廉な住宅」は安くない
　県が需要を上回っているという「住宅扶助額」
以下の家賃の民営借家。生活保護世帯に行政が支
給する金額で，支給がなければ保護世帯は住めな
い家賃。公営住宅対象世帯にとっては高すぎます。
	￮ 支払い可能なのは公営住宅家賃
　低収入でも支払い可能な家賃とは，公営住宅家
賃。公営住宅家賃は，住宅扶助額の５割程度です。
	￮ 住宅扶助額家賃を無理なく払える年収額は？
　単身者なら年収250万円，２人家族で300万円。
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仙台市営鶴ヶ谷第一住宅家賃と生活扶助額（円）世帯人数 住戸タイプ 家賃の分布 住宅扶助額
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２人 2DK・2LDK 22,500 〜29,300 44,000

出所）鶴ヶ谷第一住宅家賃は，仙台市市営住宅管理課調
べ。2025 年４月１日現在。政令月収 15 万８千円
未満の本来階層に限定した。大半が同 10 万４千
円未満の第一階層が占めている。

住まいに苦しむ３万世帯。人間らしい住まいの保障は宮城県の責任です。
	￮ 県内の公営住宅対象世帯（Ｙ）：14万５千世帯	￮ 県内の困窮ライン以下の世帯（Ｘ）：８万７世帯	（自力では最低居住面積水準を満たす住宅の市場家賃を負担できない低収入の世帯）	￮ 過密居住を強いられている世帯：１万８千万世帯	￮ 困窮ライン以下（Ａ）：１万２千世帯	￮ 困窮ライン以上（Ｃ）：６千世帯	￮ 高家賃負担世帯：１万３千世帯	￮ 困窮ライン以下（Ｂ）：１万１千世帯	￮ 困窮ライン以上（Ｄ）：２千世帯

住まいに苦しむ世帯を市町に押し付け県営住宅廃止を強行する県を許してよいのか？

要配慮者推計プログラム（県が使用）で独自集計した結果

増え続ける住宅弱者、高齢単身世帯は2030年に900万世帯

ひとり親世帯：母子世帯 120 万世帯，	　　　　　　　父子世帯 15万世帯（2021）障害者手帳保持者 610 万人（2022），外国人 275 万人（2020）

進まない民営借家の活用
要配慮者の受け入れに消極的な大家さん

要配慮者専用住宅は、民営借家の0.04％
民営借家 1568 万戸中，登録住宅は 88.6 万戸，うち要配慮者専用住宅は 0.6 万戸（0.04％）（2023 年）。
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出所）大阪府「府営住宅の移管ガイドブック」2019 年 11 月

県営住宅建替は、県財政を圧迫しない（国交省試算）
	￮ 三位一体改革直後の2007〜2008年ご؀の国交省試算。	￮ 試算条件は平均60㎡の住戸，共同施設を含めて地方都市では1000万円 /戸，大都市で，1300万円 /戸程度。	￮ 地方債は，金利2.5％，25年（据置３年）元利均等償還。	￮ 累積収支を棒グラフか׼読み取׾と，17〜18年目か׼一時的に累積赤字にな׾が，35年目前後か׼累積黒字。70年運用な׼，大規模修繕も建替時の除却費も負担可能。

登録住宅の現状
	￮ 広さはそ׿な׽	￮ 家賃は高い	￮ ３万円未満は0.5％（全国約４〜５千戸）	￮ 戸数は90万戸，空家率2.3％（全国２万戸程度）	￮ 大東建託84.7％，ビレッジホーム9.8％（２社以外は5.5％。平山洋介，2021年２月）

公営住宅団地を福祉と住まい支援の連携を築く地域拠点に。国もそれを求めている
住生活基本計画（全国計画）の目標・基本的施策（抜粋）（2021年３月閣議決定）
	￮ 目標３（２）子育てしやすい居住環境の実現とまちづく׽
	￮「住宅団地での建替えや再開発等におけ׾子育て支援施設や公園・緑地等、コワーキングスペースの整備など、職住や職育が近接す׾環境の整備」
	￮ 目標４（２）支え合いで多世代が共生す׾持続可能で豊かなコミュニティの形成とまちづく׽
	￮「住宅団地での建替えや再開発等におけ׾医療福祉施設、高齢者支援施設、孤独・孤立対策にも資す׾コミュニティスペース等の生活支援や地域交流の拠点整備など、地域で高齢者世帯が暮׼しやすい環境の整備」 住み׻い県営住宅をつく׾県民の会お問い合わせ・連絡先：事務局　大庭　哲（080	1816	8864）

福祉と住まい支援の連携は改正住宅セーフティネット法（2025年10月１日施行）の重要ポイント
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（出所）国土交通省住宅局「住宅セーフティネット制度の見直しについて」（2024年３月）20頁。

公営住宅と民営借家の市場は全く違う：根拠のない民業圧迫論
• 公営住宅入居者の3分の２は世帯主年齢60才以上。約半数が70才以上。
• 民営借家の高齢家計支持者（60才以上）は，22％。70才以上は11％。
• 公営住宅入居者の78％は所得第１階層（政令月収10万４千円以下）（世帯年間租収入121万
円以下。2023年国民生活基礎調査）

• 民営借家の世帯年収は，公営第１階層（政令月収10万４千円以下）は11％，公営第４階層（政
令月収15万８千円以下）までで，26％。

（出所）国土交通省住宅局「住宅セーフティネット制度の見直しについて」（2024年３月）20頁。

公営住宅と民営借家の市場は全く違う：根拠のない民業圧迫論
• 公営住宅入居者の3分の２は世帯主年齢60才以上。約半数が70才以上。
• 民営借家の高齢家計支持者（60才以上）は，22％。70才以上は11％。
• 公営住宅入居者の78％は所得第１階層（政令月収10万４千円以下）（世帯年間租収入121万
円以下。2023年国民生活基礎調査）

• 民営借家の世帯年収は，公営第１階層（政令月収10万４千円以下）は11％，公営第４階層（政
令月収15万８千円以下）までで，26％。

• 公営住宅⼊居者の3分の２は世帯主年齢60
才以上。約半数が70才以上。

• ⺠営借家の⾼齢家計⽀持者（60才以上）
は，22％。70才以上は11％。

• 公営住宅⼊居者の78％は所得第１階層（政
令⽉収10万４千円以下）（世帯年間租収⼊
121万円以下。2023年国⺠⽣活基礎調査）

• ⺠営借家の世帯年収は，公営第１階層（政
令⽉収10万４千円以下）は11％，公営第４
階層（政令⽉収15万８千円以下）までで，
26％。

公営住宅が数万⼾増えても，1,570
万⼾もある⺠営借家の経営に影響
するはずがない。
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る低額所得者に対して低廉な家賃で賃
貸し、⼜は転貸することにより、㎁妨榟孨ס㱦㲊כ炘⚡焰炮ס㘃鶟מ㳝┙す
る（法第１条）＝憲法第25条
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出所）大阪府「府営住宅の移管ガイドブック」2019 年 11 月

県営住宅建替は、県財政を圧迫しない（国交省試算）
	￮ 三位一体改革直後の2007〜2008年ご؀の国交省試算。	￮ 試算条件は平均60㎡の住戸，共同施設を含めて地方都市では1000万円 /戸，大都市で，1300万円 /戸程度。	￮ 地方債は，金利2.5％，25年（据置３年）元利均等償還。	￮ 累積収支を棒グラフか׼読み取׾と，17〜18年目か׼一時的に累積赤字にな׾が，35年目前後か׼累積黒字。70年運用な׼，大規模修繕も建替時の除却費も負担可能。

登録住宅の現状
	￮ 広さはそ׿な׽	￮ 家賃は高い	￮ ３万円未満は0.5％（全国約４〜５千戸）	￮ 戸数は90万戸，空家率2.3％（全国２万戸程度）	￮ 大東建託84.7％，ビレッジホーム9.8％（２社以外は5.5％。平山洋介，2021年２月）

公営住宅団地を福祉と住まい支援の連携を築く地域拠点に。国もそれを求めている
住生活基本計画（全国計画）の目標・基本的施策（抜粋）（2021年３月閣議決定）
	￮ 目標３（２）子育てしやすい居住環境の実現とまちづく׽
	￮「住宅団地での建替えや再開発等におけ׾子育て支援施設や公園・緑地等、コワーキングスペースの整備など、職住や職育が近接す׾環境の整備」
	￮ 目標４（２）支え合いで多世代が共生す׾持続可能で豊かなコミュニティの形成とまちづく׽
	￮「住宅団地での建替えや再開発等におけ׾医療福祉施設、高齢者支援施設、孤独・孤立対策にも資す׾コミュニティスペース等の生活支援や地域交流の拠点整備など、地域で高齢者世帯が暮׼しやすい環境の整備」 住み׻い県営住宅をつく׾県民の会お問い合わせ・連絡先：事務局　大庭　哲（080	1816	8864）

福祉と住まい支援の連携は改正住宅セーフティネット法（2025年10月１日施行）の重要ポイント
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登録住宅の現状
	￮ 広さはそ׿な׽	￮ 家賃は高い	￮ ３万円未満は0.5％（全国約４〜５千戸）	￮ 戸数は90万戸，空家率2.3％（全国２万戸程度）	￮ 大東建託84.7％，ビレッジホーム9.8％（２社以外は5.5％。平山洋介，2021年２月）

公営住宅団地を福祉と住まい支援の連携を築く地域拠点に。国もそれを求めている
住生活基本計画（全国計画）の目標・基本的施策（抜粋）（2021年３月閣議決定）
	￮ 目標３（２）子育てしやすい居住環境の実現とまちづく׽
	￮「住宅団地での建替えや再開発等におけ׾子育て支援施設や公園・緑地等、コワーキングスペースの整備など、職住や職育が近接す׾環境の整備」
	￮ 目標４（２）支え合いで多世代が共生す׾持続可能で豊かなコミュニティの形成とまちづく׽
	￮「住宅団地での建替えや再開発等におけ׾医療福祉施設、高齢者支援施設、孤独・孤立対策にも資す׾コミュニティスペース等の生活支援や地域交流の拠点整備など、地域で高齢者世帯が暮׼しやすい環境の整備」 住み׻い県営住宅をつく׾県民の会お問い合わせ・連絡先：事務局　大庭　哲（080	1816	8864）

福祉と住まい支援の連携は改正住宅セーフティネット法（2025年10月１日施行）の重要ポイント

┕鋗泘嘅ס鷼䡗䧗嘅עր⪜氳鞪鞚⛨㱝㍚㏐100䢔♓┕׾ֽׄמ㏐㓊䦠憠产錃✡錃曍ց

洈妨סⱱך洈ㅀ⛨㱝؅㱤ֹ׺׊ױ׽


